
横浜市障害者自立生活アシスタント事業要綱 

 

制 定 平成 22 年３月１日 健障支第 3649 号（局長決裁） 

                   最近改正 平成 31 年４月１日 健障支第 4441 号（局長決裁） 

 

 

（趣旨） 

第１条 本要綱は、障害者が地域で自立した生活を送ることができる社会を実現するために身近な地域で

の日常生活上の相談・助言、情報提供、コミュニケーション支援を総合的に行う横浜市障害者自立生活

アシスタント事業（以下「自立生活アシスタント事業」という。）について必要な事項を定める。 

 

 （目的） 

第２条 自立生活アシスタント事業は、地域支援職員（以下「自立生活アシスタント」という。）が、

施設の専門性を活かし、利用者の障害特性を踏まえた社会適応力・生活力を高めるための支援を行

うことにより、地域で生活する障害者の生活の安定と福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

 （定義） 

第３条 この要綱において障害者とは、知的障害者、精神障害者、発達障害者、高次脳機能障害を有する

ために日常生活又は社会生活に支援が必要な者、その他市長がこれに準ずると認めた者をいう。 

 

（対象者） 

第４条 自立生活アシスタント事業の対象者（以下「利用者」という。）は市内に居住し、次のいずれか

に該当する障害者とする。 

 (1) 単身者 

 (2) 同居家族の障害、高齢化、長期にわたる病気等で日常生活又は社会生活上の支援を受けられな

い者 

 (3) 家族と同居またはグループホーム等に入居しているが、自立生活アシスタントの支援を利用し

ながら単身生活等への移行を希望する者 

 

（実施主体） 

第５条 実施主体は横浜市とし、事業の一部を別表に掲げる施設（以下「実施施設」という。）に委託等

により実施する。また、公設民営型（Ａ型）生活支援センターについては、指定管理業務として実施す

る。 

２ 各区の福祉保健センター、児童相談所及び障害者更生相談所、横浜市こころの健康相談センターは、

自立生活アシスタント事業に協力・連携しなければならない。 

 

 （支援の内容） 

第６条 自立生活アシスタントは、次に掲げるもののほか利用者の自立生活に必要な支援を行い、利用者

の直接処遇は行わない。ただし支援の初期の段階で利用者との関係づくりが必要な状況においてはこの

限りではない。 

(1) 訪問による生活支援 



ア 衣食住に関する支援 

    イ  健康管理に関する支援 

   ウ 消費生活に関する支援 

   エ 余暇活動に関する支援 

(2) コミュニケーション支援 

  ア 対人関係の調整 

  イ  職場・関係機関等との連絡調整 

 

（支援を行う障害種別） 

第７条 実施施設は、あらかじめ支援を行う障害種別（知的障害、精神障害、発達障害、高次脳機能障害）

を指定した上で支援を行う。 

 

（支援の対象地域） 

第８条 支援の対象地域は実施施設の所在区を原則とし、市長があらかじめ指定した地域（区）とする。 

２ 前項の規定は指定した地域以外からの利用相談を制限するものではない。 

３ 第１項の規定に関わらず、高次脳機能障害を担当する自立生活アシスタントについては、市内全域を

対象とし、支援対象者のニーズや支援のあり方を検証する。 

 

（実施体制） 

第９条 実施施設の長（以下「施設長」という。）は、実施施設内に利用者の相談等に対応できる場を確

保するとともに、夜間・休日等の緊急時にも対応可能な連絡体制を整備する。 

２ 自立生活アシスタントは、実施施設の他の職員と協力して事業を実施する。 

 

（自立生活アシスタントの配置） 

第 10 条 自立生活アシスタントの配置は、次の各号に掲げるものとする。 

 (1)  自立生活アシスタントの配置は複数名とし、そのうち１人は、障害者の支援について相当の経験

（概ね５年以上）と知識を有し、障害特性を踏まえた支援を行うことが出来る常勤職員（以下「主

任アシスタント」という。）とする。  

(2)  自立生活アシスタントは地域生活の支援を専門に担当する原則専従職員とする。ただし、事業実

施に支障が生じない範囲において他の業務を兼務することができるものとする。 

 

 （従事者の責務） 

第 11 条 自立生活アシスタント及び実施施設の他の職員は、この職務上知り得た秘密を他に漏らしては

ならない。その職を退いた後も同様とする。 

２ 自立生活アシスタントは、業務の実施にあたって実施施設の名称等を明記した身分証明書等を携帯し

なくてはならない。 

３ 自立生活アシスタントは、事業の果たすべき役割の重要性に鑑み、各種研修会への参加や他の職種と

の交流等あらゆる機会をとらえ、支援技術の向上を図るための研鑽に努めなければならない。 

 

 （利用者の把握） 

第 12 条 自立生活アシスタントは区福祉保健センター等と協力して、対象地域の支援が必要な障害者の



把握に努めなければならない。 

２ 障害者本人及び関係機関からの利用相談があった場合は、自立生活アシスタントの支援内容について

説明しなければならない。なお、その内容は障害者に配慮したものとする。 

 

 （利用者の登録等） 

第 13 条 実施施設は、原則として支援を希望する障害者の申請に基づき、利用者の登録を行う。 

２ 利用者の登録は、利用者の実施施設の利用経験の有無にかかわらず自立生活の支援を適切かつ円滑に

実施することを目的として行う。 

３ 自立生活アシスタントによる支援を希望する障害者が実施施設に提出する申請書類は、実施施設ごと

に定めるが、その内容は障害者に配慮したものでなければならない。 

４ １施設あたりの登録者数は概ね２５人程度とする。 

 

 （生活状況の把握） 

第 14 条 自立生活アシスタントは、登録をした利用者のほか、必要に応じてプライバシーを損なわない

範囲で関係者等から生活状況等を聴取し、現況の把握を行う。 

 

（支援内容の決定） 

第 15 条 支援の内容は、利用者、自立生活アシスタント、区福祉保健センター等が協議し、利用者の理

解と同意を得て決定する。 

２ 自立生活アシスタントは個別支援計画書を作成し、施設長の決裁を受けなければならない。 

３ 個別支援計画の内容は、本人の障害の状況、生活の状況等に応じて個別に定め、必要に応じて又

は一定期間ごとに見直しを行わなければならない。 

 

 （支援の記録） 

第 16 条 自立生活アシスタントは、支援の予定と実績について記録し、施設長の決裁を受けなければな

らない。 

２ 自立生活アシスタントは、利用者からの相談、支援の内容及びその他必要な事項について記録し、そ

の内容について施設長の決裁を受けなければならない。 

 

 （費用の負担）  

第 17 条 自立生活アシスタントによる支援に要する経費のうち、原材料費等の実費については、利用者

の負担とする。 

 

 （関係機関との連携） 

第 18 条 実施施設は、事業の実施について、区福祉保健センター、障害者地域活動ホーム、精神障害者

生活支援センター及び相談支援機関等と連携を密にし、利用者への支援が円滑かつ効果的に行われるよ

う努めなければならない。 

  

 （連絡会） 

第 19 条 横浜市は、実施施設の支援の質の向上を図るため、連絡会を開催する。 

 



 （書類の整備等） 

第 20 条 実施施設は、当該事業に係る収入及び支出についての証拠書類を整備し、事業完了後５年間保

管しなければならない。 

 

 （報告と検査） 

第 21 条 実施施設は、毎月 10 日までに前月分までの日計表（様式１）及び新規利用者の支援計画書を

市長へ提出しなければならない。ただし、契約最終月分に関しては本規定に関わらず、契約終了日まで

に報告しなければならない。 

２ 実施施設は、契約終了後30日以内に市長に対し事業実施状況報告書を提出しなければならない。 

 

（事業の終了について） 

第 22 条 実施施設は、翌年度以降の事業実施が見込めない場合、当年 10 月までに、市長までに届出を行

うこと。また期日を過ぎた場合、速やかに市長に協議を行うこと。 

 

 （調査権） 

第 23 条 市長は、必要があると認めるときは、実施施設に対して経理または支援の状況等について調査

をすることができる。 

 

 （苦情解決） 

第 24 条 実施施設は事業に関する苦情に対応するために、次の事項を遵守し、その解決に努めなければ

ならない。 

(1)    提供した支援に関する対象者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付ける窓

口を設置する等の措置を講じること。 

(2)    提供した支援に関する、横浜市からの文書又はその他の物件の提出、提示もしくは照会に応じる

とともに、対象者からの苦情に関する横浜市等が行う調査に協力し、横浜市等からの指導又は助言

を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うこと。 

 

（費用の支弁） 

第 25 条 障害者自立生活アシスタント事業に要する費用は、予算の範囲内において横浜市が支弁する。 

 

（再委託の禁止） 

第 26 条 本要綱に定める事業の実施については、再委託は認めない。 

 

（委任） 

第 27 条 この要綱に定めのない事項については、健康福祉局長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。 



 

附 則 

この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 25 年３月 25 日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 26 年 10 月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 

 

 

別 表（第 5条第 1項）実施施設 

横浜市障害者自立生活アシスタント実施施設 

事業所名 所在地 法人名 担当障害種別 

偕恵いわまワークス  

ぷらねっと 
保土ケ谷区岩間町 1-7-15 (福)偕恵園 知的障害 

ＳＥＬＰ・杜 栄区中野町 400-2 (福)ル・プリ 知的障害 

自立サポートセンター歩 旭区白根 7-31-7 (福)白根学園 知的障害 

つるみ地域活動ホーム幹 鶴見区北寺尾 4-21-20 (福)大樹 知的障害 

中区本牧活動ホーム 中区本牧十二天 2-15 (特非)新 知的障害 

集 磯子区馬場町 1-42 (福)訪問の家 知的障害 

しんよこはま地域活動ホーム 港北区大豆戸町 518-6 (福)横浜共生会 知的障害 



港南中央地域活動ホーム 

そよかぜの家 
港南区港南 4-2-8 (福)そよかぜの丘 知的障害 

青葉メゾン 青葉区奈良町 1757-3 (福)ル・プリ  知的障害 

泉地域活動ホームかがやき 泉区中田北 3-6-55 (福)いずみ苗場の会 知的障害 

地域活動ホーム 

どんとこい・みなみ 
南区中村町 4-270-3 (福)横浜共生会 知的障害 

横浜市中山みどり園 緑区中山２丁目 2-3 (福)県央福祉会 知的障害 

せや活動ホーム太陽 瀬谷区三ツ境 78-12 (福)瀬谷はーと 知的障害 

つづき地域活動ホーム 

くさぶえ 
都筑区牛久保東 1-33-1 (福)同愛会 知的障害 

金沢地域活動ホーム 

りんごの森 

金沢区能見台東 2-4  

能見台ふれあい館 1階 
(福)すみなす会 知的障害 

地域活動ホームガッツ・びー

と西 
西区浜松町 14-40 (福)横浜共生会 知的障害 

港北区精神障害者 

生活支援センター 

港北区鳥山町 1735 

横浜市総合保健医療センター 

４階 

(公財)横浜市総合保

健医療財団 
精神障害 

保土ケ谷区精神障害者 

生活支援センター 

保土ケ谷区川辺町 5-11 

かるがも４階 

(福)横浜市社会事業

協会 
精神障害 

青葉区生活支援センター 

ほっとサロン青葉 

青葉区荏田西 2-14-3 

ハーモス荏田２階 

(特非)メンタルサポ

ート青葉 
精神障害 

港南区精神障害者 

生活支援センター 
港南区港南 4-2-7 ３階 (福)青い鳥 精神障害 

金沢区生活支援センター 

愛＆あい 
金沢区泥亀 2-1-7 ２階 

(特非)金沢の精神保

健福祉を考え推進する

会 

精神障害 

南区生活支援センター 

サザンウインド 

南区新川町 1-1 

ﾘｰｳﾞｪﾙｽﾃｰｼﾞ横浜南２階 
(福)恵友会 精神障害 

神奈川区精神障害者 

生活支援センター 

神奈川区反町 1-8-4 

はーと友神奈川４階 

(公財)横浜市総合保

健医療財団 
精神障害 

栄区精神障害者 

生活支援センター 
栄区小菅ケ谷 3-32-12 ２階 (福)恵友会 精神障害 

緑区精神障害者 

生活支援センター 
緑区中山 3-16-1 ３階 (公財)紫雲会 精神障害 

磯子区精神障害者 

生活支援センター 
磯子区森 4-1-17 ３階 

(公財)横浜市総合保

健医療財団 
精神障害 

旭区地域生活支援拠点 

ほっとぽっと 
旭区鶴ケ峰 2-1-16 

(特非)共に歩む市民

の会 
精神障害 

鶴見区精神障害者 

生活支援センター 

鶴見区豊岡町 28-4 

ハーモニーとよおか４階 

(福)横浜市社会事業

協会 
精神障害 

泉区生活支援センター芽生え 泉区上飯田町 1331  (特非)四季の会 精神障害 



市営上飯田団地 10棟１階 

中区精神障害者 

生活支援センター 

中区新山下 3-1-29  

みはらしポンテ３階 
(公財)紫雲会 精神障害 

瀬谷区生活支援センター 
瀬谷区二ツ橋 469番地 

せやまる・ふれあい館２階 
(特非)大地の会 精神障害 

都筑区生活支援センター 

こころ野 
都筑区茅ケ崎東 4-13-40 

(特非)都筑ハーベス

トの会 
精神障害 

戸塚区生活支援センター 戸塚区矢部町 1259-1 (福)聖ヒルダ会 精神障害 

生活支援センター西 
西区浜松町 3-14  

横浜ＯＴビル１階 

(特非)西区はーとの

会 
精神障害 

クラブハウスすてっぷなな 
都筑区仲町台 5-2-25 

ﾊｽﾐﾄﾞﾐﾄﾘｰ 003号 

(特非)脳外傷友の会

ナナ 

高次脳機能

障害 

 

 

 

 

 

 

別記様式１（第 21 条第 1 項）日計表 

 

 

人 人 人

（様式１）

訪問
（居宅）

訪問
（ＧＨ・入
所施設）

※ＧＨ・宿
泊型自立
訓練施設
等に入所
している場

合

訪問
（病院）

※入院中
の場合も

含む

訪問
（金融機
関・あんし
んセン
ター）

訪問
（通所先）

訪問
（職場） 訪問

（区役所）

訪問
（家族）

訪問
（その他） 同行

（病院）

同行
（金融機
関・あんし
んセン
ター）

同行
（通所先）

※通所先
候補地含

む

同行
（職場）

同行
（不動産関

連）

同行
（買い物）

同行
（区役所）

同行
（家族）

同行
（余暇）

同行
（その他）

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

相談中

※月末時点での人数を記載してください。

日付 利用者氏名
登録
区分

対象者 時間帯 援助方法 支援の内容

　　月
登録人数 人 新規登録 解除

消費
生活

担
当
者本人 家族

関係機
関

その他
日中
(9-17）

夜間
（17-21）

深夜
早朝
（21-9）

面接
(来所）

電話
メール
FAX

訪問 同行

カンファレン
ス

心理・
情緒

医療・
健康

余暇
支援

その他（具体的に記入）就労 衣食住 対人 制度

アシスタ

ント所属

施設の

利用

関係機

関との

連携


